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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第24期
第３四半期
累計期間

第25期
第３四半期
累計期間

第24期
第３四半期
会計期間

第25期
第３四半期
会計期間

第24期

会計期間

自 平成20年
   ４月１日
至 平成20年
   12月31日

自 平成21年
   ４月１日
至 平成21年
   12月31日

自 平成20年
   10月１日
至 平成20年
   12月31日

自 平成21年
   10月１日
至 平成21年
   12月31日

自 平成20年
   ４月１日
至 平成21年
   ３月31日

売上高 (千円) 5,341,683791,1411,850,889153,8207,106,568

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) 794,910△1,121,625274,804△304,118 990,044

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 451,938△1,252,811160,816△305,809 554,314

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ －

資本金 (千円) ─ ─ 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) ─ ─ 2,978,2002,978,2002,978,200

純資産額 (千円) ─ ─ 2,615,8651,377,5172,672,684

総資産額 (千円) ─ ─ 3,838,7162,975,7203,803,691

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 878.04 469.13 913.72

１株当たり四半期
(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額
(△)

(円) 151.88 △429.68 54.08 △104.97 186.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ －

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ 15.00

自己資本比率 (％) ─ ─ 68.0 45.8 70.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 706,432△709,181 ─ ─ 1,293,465

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,687 32,779 ─ ─ △ 150,214

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △249,779△277,781 ─ ─ △ 301,156

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 670,802 187,7471,141,931

従業員数 (名) ─ ─ 197 217 199

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

３　第24期第３四半期累計（会計）期間及び第24期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、また、第25期第３四半期累計（会計）期間に

おける潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 217（1）

(注)   １　従業員数は、他社からの出向者等を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当四半期会計期間における平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。 

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

　

品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

立形研削盤 71,300 △95.2

横形研削盤 25,280 △84.0

その他専用研削盤 - △100.0

合計 96,580 △94.9

(注) １  金額は、販売価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

　

品目 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

立形研削盤 549,046 △46.4 1,916,722 △31.9

横形研削盤 70,127 △54.8 180,186 △51.5

その他専用研削盤 47,719 △28.7 76,500 △69.0

合計 666,894 △46.5 2,173,408 △36.7

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

　

品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

立形研削盤 106,428 △92.4

横形研削盤 34,671 △80.3

その他専用研削盤 12,719 △95.4

合計 153,820 △91.7

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社井高 357,843 19.3 40,283 26.2

株式会社山善 3,545 0.2 27,007 17.6

三井物産マシンテック株
式会社

64,386 3.5 26,782 17.4

株式会社マックマシン
ツール

29,523 1.6 23,550 15.3

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、第２四半期報告書「第２　事業の状況、２　事業等のリスク」において記載しておりました、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況については、後記「財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」において記載のとおり、当第３四半期会計期間における改善策の実施により、

解消しております。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1)　経営成績の分析

当社を取り巻く経営環境は、新興国を中心とした世界経済の回復に伴い、一部では改善の兆しが見られる

ものの、国内外における設備投資需要の回復には、依然として長期を要する見通しであります。

　このような環境の中、当社の受注及び引合状況につきましても影響は避けられず、前年の実績に比べ低水

準に推移しております。このような状況下におきましても、当社は顧客のニーズに合った製品開発と生産効

率の向上につながる提案に努め、既存取引先の需要発掘及び国内外の新規顧客の開拓・販路拡大に向けた

施策を着実に実行してまいりました。特に、海外での受注活動につきましては、アメリカに続き、当事業年度

より中国、フランスにも営業及びエンジニアを配置し、増加傾向にある海外需要へ迅速に対応できる体制を

整えました。また、昨年７月に続き、11月にも本社工場におきまして、太陽工機プライベートショーを開催い

たしました。中型ベアリング向けの高度複合加工を実現した新開発機種ＮＶＧＨ－５ＴＢＳをラインナッ

プに加え、当社の技術力を大いにアピールいたしました。このような施策が功を奏し、第２四半期末から当

第３四半期にかけて、受注及び引合状況は着実に回復してまいりました。

この結果、当第３四半期会計期間の受注高は666,894千円(前年同期比46.5％減)、売上高は153,820千円

（前年同期比91.7％減）、営業損失307,222千円（前年同期は277,211千円の利益）、経常損失304,118千円

（前年同期は274,804千円の利益）、四半期純損失305,809千円（前年同期は160,816千円の利益）となりま

した。

　当第３四半期会計期間の営業状況の概要は以下のとおりであります。

[受注]

受注につきましては、独自のマーケティング活動に基づき、顧客ニーズをとらえた製品を開発投入して、

冷え込む市場の開拓に尽力しております。そうした活動により、当第３四半期会計期間の受注高は、666,894

千円（前年同期比46.5％減）となりました。うち当社主力機種である立形研削盤は549,046千円（前年同期

比46.4％減）、横形研削盤は70,127千円（前年同期比54.8％減）、その他専用研削盤は47,719千円（前年同

期比28.7％減）となりました。

　なお、当第３四半期会計期間の受注高は、高水準に推移していた前年同期に比べては低い水準にあるもの

の、第２四半期会計期間（７月～９月）との対比では59.3％増と、足許の受注は着実に回復しております。

 

[売上]

売上高につきましては、前事業年度後半から当事業年度第２四半期までの受注低迷が影響し、当第３四半

期会計期間の売上高は153,820千円（前年同期比91.7％減）となりました。品目別に示すと、立形研削盤は

106,428千円（前年同期比92.4％減）、横形研削盤は34,671千円（前年同期比80.3％減）、その他専用研削

盤は12,719千円（前年同期比95.4％減）となっております。
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(2)　財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて1,728,080千円減少し、1,445,366千円とな

りました。これは主に現金及び預金が997,183千円、売掛金が991,803千円、原材料及び貯蔵品が53,637千円

減少したこと、仕掛品が257,758千円増加したことによるものです。

(固定資産)

当第３四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて900,109千円増加し、1,530,354千円となり

ました。これは主に有形固定資産が919,900千円増加したことによるものです。

(流動負債)

当第３四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて520,517千円減少し、605,106千円となりま

した。これは主に短期借入金が198,000千円、未払法人税等が288,279千円、製品保証引当金が84,673千円、役

員賞与引当金が25,169千円減少したこと、買掛金が55,659千円増加したことによるものです。

(固定負債)

当第３四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて987,713千円増加し、993,096千円となりま

した。これは主にリース債務が924,258千円増加したことによるものです。

(純資産)

当第３四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて1,295,166千円減少し、1,377,517千円となり

ました。これは利益剰余金が1,296,563千円減少したこと、新株予約権が6,037千円増加したことによるもの

です。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は第２四半期会計期間末

に比べて72,395千円増加し、187,747千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金は269,310千円の減少（前年同期は407,845千円の増加）となりました。これは主に

税引前四半期純損失304,118千円、製品保証引当金の減少23,334千円、たな卸資産の増加216,455千円、未収

消費税等の増加43,512千円、利息の支払9,984千円、法人税等の支払12,388千円による資金減少要因と、減価

償却費33,289千円、売上債権の減少233,364千円、仕入債務の増加69,098千円、未払金の増加7,881千円、未払

費用の増加2,739千円による資金増加要因によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金は57,946千円の増加（前年同期は30,918千円の増加）となりました。これは主に定

期積金の減少58,000千円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金は283,759千円の増加（前年同期は99千円の減少）となりました。これは主に短期

借入金の増加300,000千円の資金増加要因によるものと、自己株式の取得による支出4,640千円、リース債務

の返済11,595千円の資金減少要因によるものです。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

なお、当期の当社を取り巻く事業環境について、世界的な景況の悪化を背景とした設備投資需要回復の遅

れから、当社製品である研削盤をはじめとした工作機械の受注環境も低迷しております。

このような状況下において、当社は今後も以下の改善策を推進してまいります。

①営業基盤の拡大

これまで当社の主力営業地域となっていた国内地域は需要回復が遅れていることから、堅調な需要が見

込まれる海外地域に重点的に展開いたします。具体的には、平成21年12月には欧州地域への駐在員の新規投

入を、平成22年１月には中国地域駐在員の増員等の施策を実施いたしました。今後とも、現地における情報

収集の強化及び機動的な営業提案の実現により、受注の早期獲得を図ってまいります。

②原価低減及び経費削減の取り組み

原価低減としては、部品等の外部調達費の低減に努める他、設計及び製造工程における効率化を図りコス

ト削減に注力いたします。また、経費削減については、役員報酬削減の他、固定費を中心とした全社的な見直

しを図り、収益の確保につなげてまいります。

③会社体制の再構築

厳しさを増す経済環境及び当社製品の事業規模に適合した会社体制へと再構築するため、平成22年１月

26日開催の取締役会において、「早期退職者優遇制度」の実施を決議いたしました。これにより人員構成の

見直しを図り、収益構造の適正化を図ってまいります。なお、概要につきましては、「第５　経理の状況、１　

四半期財務諸表、（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

なお、上記に記載のとおり、当第３四半期会計期間における営業基盤の拡大及びコスト削減の取り組み等

の実施により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は解消しております。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は、53,425千円であります。

　

　

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
ジャスダック
証券取引所

（注）１、２

計 2,978,200 2,978,200― ―

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

　　　２　単元株式数は100株であります。

　　　３　提出日現在の発行数には、平成22年２月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成21年６月19日取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 215　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 21,500　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　643　（注）３

新株予約権の行使期間 平成23年７月18日から平成26年７月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　927
資本組入額　464

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株
予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社の取締役又は監査役の地位にあることを要
する。ただし、当社の取締役若しくは監査役を任
期満了により退任した場合のほか、正当な理由の
ある場合にはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれ
を行使できるものとする。ただし、③に規定する
「新株予約権割当契約」に定める条件による。

③その他権利行使条件については、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取
締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　

２　当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

 

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

10/31



３　本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以

下「行使価額」という）に新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

　１株当たりの行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の属する月の前月各日（取

引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

　ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。 

　なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 　 　 　 　

分割・併合の比率 　 　 　 　

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 　×
既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

新株式発行前の時価

既発行済株式数　＋　新規発行株式数
　

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新株式発行

前の時価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

　

４　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につ

き吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。

　ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）３で定められる行使価

額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項③に従って決定され

る当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）５に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

（注）６に準じて決定する。
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５　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項①記載の資本金

等増加限度額から本項①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　

６　新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画

承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当

該新株予約権を取締役会の決定する価額（無償を含む）で取得することができる。

②　新株予約権者が上記新株予約権の行使の条件による新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、

当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

　

（平成21年６月19日第24期定時株主総会決議及び取締役会決議） 

　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 384　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
当社普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 38,400　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　643　（注）３

新株予約権の行使期間 平成23年７月18日から平成26年７月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　927
資本組入額　464

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株
予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社の従業員の地位にあることを要する。ただ
し、定年による退職その他正当な理由のある場合
はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれ
を行使できるものとする。ただし、③に規定する
「新株予約権割当契約」に定める条件による。

③その他権利行使条件については、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取
締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　

２　当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
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３　本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以

下「行使価額」という）に新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

　１株当たりの行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の属する月の前月各日（取

引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

　ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。 

　なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 　 　 　 　

分割・併合の比率 　 　 　 　

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 　×
既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

新株式発行前の時価

既発行済株式数　＋　新規発行株式数
　

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新株式発行

前の時価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

　

４　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につ

き吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。

　ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）３で定められる行使価

額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項③に従って決定され

る当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）５に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

（注）６に準じて決定する。
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５　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項①記載の資本金

等増加限度額から本項①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　

６　新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画

承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当

該新株予約権を取締役会の決定する価額（無償を含む）で取得することができる。

②　新株予約権者が上記新株予約権の行使の条件による新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、

当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ─ 2,978,200─ 700,328─ 637,828

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　61,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,916,700　 29,167 －

単元未満株式 普通株式　　　　200　　　　 － －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,167 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式76株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

61,300 － 61,300 2.06

計 － 61,300 － 61,300 2.06

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 647 635 682 622 595 599 565 570 550

最低(円) 560 520 541 560 540 508 511 500 459

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。  

　

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

15/31



３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 技術・開発部長 福島　清之 平成21年９月30日

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 269,747 1,266,931

売掛金 72,932 1,064,735

製品 － 22,716

仕掛品 709,920 452,162

原材料及び貯蔵品 177,068 230,705

その他 216,697 138,431

貸倒引当金 △1,000 △2,236

流動資産合計 1,445,366 3,173,446

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,004,840 70,985

土地 356,336 357,617

その他（純額） 112,551 125,225

有形固定資産合計 ※1
 1,473,728

※1
 553,828

無形固定資産 37,702 44,228

投資その他の資産 18,923 32,188

固定資産合計 1,530,354 630,245

資産合計 2,975,720 3,803,691

負債の部

流動負債

買掛金 103,979 48,320

短期借入金 ※2
 300,000

※2
 498,000

未払法人税等 3,171 291,451

役員賞与引当金 － 25,169

製品保証引当金 23,134 107,807

その他 174,821 154,877

流動負債合計 605,106 1,125,624

固定負債

リース債務 929,640 5,382

その他 63,455 －

固定負債合計 993,096 5,382

負債合計 1,598,203 1,131,007

純資産の部

株主資本

資本金 700,328 700,328

資本剰余金 637,828 637,828

利益剰余金 85,487 1,382,051

自己株式 △59,682 △55,041

株主資本合計 1,363,962 2,665,167

新株予約権 13,555 7,517

純資産合計 1,377,517 2,672,684

負債純資産合計 2,975,720 3,803,691
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 5,341,683 791,141

売上原価 3,822,485 1,003,040

売上総利益又は売上総損失（△） 1,519,197 △211,898

販売費及び一般管理費 ※１
 709,367

※１
 890,694

営業利益又は営業損失（△） 809,829 △1,102,593

営業外収益

受取利息 708 497

助成金収入 2,472 25,004

受取手数料 1,313 518

その他 1,132 1,387

営業外収益合計 5,628 27,407

営業外費用

支払利息 6,488 29,189

売上割引 3,005 1,433

支払手数料 7,395 8,632

その他 3,657 7,184

営業外費用合計 20,548 46,440

経常利益又は経常損失（△） 794,910 △1,121,625

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,564 1,236

特別利益合計 2,564 1,236

特別損失

リース解約損 57 －

減損損失 － 4,480

特別損失合計 57 4,480

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 797,416 △1,124,870

法人税、住民税及び事業税 338,322 5,074

過年度法人税等 － 10,000

法人税等調整額 7,155 112,866

法人税等合計 345,477 127,941

四半期純利益又は四半期純損失（△） 451,938 △1,252,811
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,850,889 153,820

売上原価 1,300,068 187,542

売上総利益又は売上総損失（△） 550,820 △33,722

販売費及び一般管理費 ※１
 273,609

※１
 273,499

営業利益又は営業損失（△） 277,211 △307,222

営業外収益

受取利息 149 110

助成金収入 2,472 18,660

受取手数料 222 324

その他 491 382

営業外収益合計 3,335 19,478

営業外費用

支払利息 1,759 10,184

売上割引 674 249

支払手数料 2,490 2,922

その他 817 3,017

営業外費用合計 5,742 16,373

経常利益又は経常損失（△） 274,804 △304,118

特別利益

貸倒引当金戻入額 975 －

特別利益合計 975 －

特別損失

リース解約損 35 －

特別損失合計 35 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 275,743 △304,118

法人税、住民税及び事業税 98,680 1,691

法人税等調整額 16,246 －

法人税等合計 114,926 1,691

四半期純利益又は四半期純損失（△） 160,816 △305,809
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

797,416 △1,124,870

減価償却費 46,399 93,480

減損損失 － 4,480

受取利息 △708 △497

支払利息 6,488 29,189

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,564 △1,236

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △25,169

製品保証引当金の増減額（△は減少） 8,420 △84,673

売上債権の増減額（△は増加） 737,101 991,803

たな卸資産の増減額（△は増加） △425,538 △185,551

仕入債務の増減額（△は減少） 11,636 55,659

未収消費税等の増減額（△は増加） － △161,470

未払消費税等の増減額（△は減少） △24,166 △40,824

未払金の増減額（△は減少） △11,806 △7,543

未払費用の増減額（△は減少） 12,436 5,941

その他 △53,524 67,640

小計 1,101,589 △383,639

利息の受取額 708 497

利息の支払額 △6,454 △29,006

法人税等の支払額 △389,411 △297,031

営業活動によるキャッシュ・フロー 706,432 △709,181

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期積金の純増減額 △1,500 43,000

有形固定資産の取得による支出 △42,813 △5,522

無形固定資産の取得による支出 △40,806 △4,625

その他 △567 △72

投資活動によるキャッシュ・フロー △85,687 32,779

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △198,000 △198,000

自己株式の取得による支出 △6,777 △4,640

リース債務の返済による支出 △91 △30,730

配当金の支払額 △44,288 △43,567

その他 △622 △842

財務活動によるキャッシュ・フロー △249,779 △277,781

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 370,965 △954,183

現金及び現金同等物の期首残高 299,836 1,141,931

現金及び現金同等物の四半期末残高 670,802 187,747
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期貸借対照表関係)

　前第３四半期会計期間において、有形固定資産の「その他（純額）」に含めていた「建物（純額）」は、資産総額

の100分の10を超えたため、当第３四半期会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第３四半期会計期

間の有形固定資産の「その他（純額）」に含まれる「建物（純額）」は71,133千円であります。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　　508,377千円

※２ コミットメントライン契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と貸

出コミットメントライン契約を締結しております。こ

の契約に基づく当第３四半期会計期間末の借入未実行

残高は、以下のとおりであります。

貸出コミットメント限度額 1,200,000千円

借入実行残高　　 　 300,000千円

差引額　　　　 900,000千円

　上記のコミットメントライン契約には、以下の財務制限

条項が付されております。

① 借入人は各事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から

新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を

控除した金額を以下のa又はbのいずれか高い

金額以上に維持すること。但し、平成22年３月

期末日における単体の貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額に

ついては、1,000百万円以上に維持すること。

a.1,000百万円

b.直前の事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額か

ら新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金

額を控除した金額の75％に相当する金額

② 借入人は各事業年度末日における単体の損益計

算書に記載される経常損益を２期連続して損

失としないこと。

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　　423,413千円

※２ コミットメントライン契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と貸

出コミットメントライン契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、以

下のとおりであります。

貸出コミットメント限度額 1,200,000千円

借入実行残高　　 　 498,000千円

差引額　　　　 702,000千円

　上記のコミットメントライン契約には、以下の財務制限

条項が付されております。

① 借入人は各事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から

新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を

控除した金額を以下のいずれか高い金額以上

に維持すること。

a.849百万円

b.直前の事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額か

ら新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金

額を控除した金額の75％に相当する金額

② 借入人は各事業年度末日における単体の損益計

算書に記載される経常損益を損失としないこ

と。
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 51,125千円

運賃 90,230〃

広告宣伝費 13,132〃

出張費 48,427〃

役員報酬 70,585〃

給料及び手当 112,507〃

賞与 34,160〃

退職給付費用 11,425〃

減価償却費 2,459〃

賃借料 34,039〃

支払手数料 63,091〃

研究開発費 42,276〃
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 141,164千円

運賃 8,960〃

広告宣伝費 6,839〃

出張費 43,265〃

役員報酬 63,618〃

給料及び手当 128,083〃

賞与 34,028〃

退職給付費用 13,483〃

減価償却費 5,043〃

賃借料 47,003〃

支払手数料 47,584〃

研究開発費 249,321〃
 

　

第３四半期会計期間

　
前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 43,428千円

運賃 35,211〃

広告宣伝費 4,888〃

出張費 15,620〃

役員報酬 26,256〃

給料及び手当 36,292〃

賞与 12,646〃

退職給付費用 3,928〃

減価償却費 1,297〃

賃借料 11,986〃

支払手数料 24,581〃

研究開発費 12,080〃

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 61,752千円

運賃 1,013〃

広告宣伝費 1,531〃

出張費 16,150〃

役員報酬 18,310〃

給料及び手当 44,396〃

賞与 6,757〃

退職給付費用 4,510〃

減価償却費 1,700〃

賃借料 16,596〃

支払手数料 13,693〃

研究開発費 53,425〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 740,302千円

預入期間が３か月超の定期積金 △69,500千円

現金及び現金同等物 670,802千円

 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 269,747千円

預入期間が３か月超の定期積金 △82,000千円

現金及び現金同等物 187,747千円

 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平

成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 2,978,200

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 70,776

　

３  新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第３四半期会計期間末残高　13,555千円

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 43,752 15平成21年３月31日 平成21年６月22日

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

１　ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名

売上原価の株式報酬費用　　　　　　　　　780千円

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　899千円

　

２　当第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 469.13円
　

　 　

　 913.72円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,377,517 2,672,684

普通株式に係る純資産額(千円) 1,363,962 2,665,167

差額の主な内訳(千円)　

　新株予約権

 
13,555

 
7,517

普通株式の発行済株式数(株) 2,978,200 2,978,200

普通株式の自己株式数(株) 70,776 61,376

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

2,907,424 2,916,824
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２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 151.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △429.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注)１　前第３四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

451,938 △1,252,811

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

451,938 △1,252,811

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 2,975,586 2,915,690

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式について前事業年度
末から重要な変動がある場合の概要

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権を新たに発行してお
ります。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
 

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権が消滅しております。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
これにより、第１回新株予約権はす
べて消滅しております。
また、第２四半期会計期間において
下記の新株予約権を新たに発行し
ております。
株式会社太陽工機第２回－①新株
予約権　215個
株式会社太陽工機第２回－②新株
予約権　384個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
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第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 54.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △104.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注)１　前第３四半期会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期会計期間における潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

160,816 △305,809

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

160,816 △305,809

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 2,973,724 2,913,432

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式について前事業年度
末から重要な変動がある場合の概要

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権を新たに発行してお
ります。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
 

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権が消滅しております。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
これにより、第１回新株予約権はす
べて消滅しております。
また、第２四半期会計期間において
下記の新株予約権を新たに発行し
ております。
株式会社太陽工機第２回－①新株
予約権　215個
株式会社太陽工機第２回－②新株
予約権　384個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
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(重要な後発事象)

　

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

早期退職者優遇制度の実施

　当社は、平成22年１月26日開催の取締役会において、早期退職者優遇制度の実施について決議いたしました。その

概要は次のとおりであります。

（１）実施の理由

　景気低迷による工作機械需要の落ち込みを受け、こうした経済環境に見合った体制に再構築するため、人員の適

正化が必要と判断し、実施するものであります。

 
（２）募集対象者及び募集人員

①　募集対象者　平成22年１月26日現在の正社員（一部適用除外あり）
②　募集人員　　40名

 
（３）募集期間
　平成22年２月22日から平成22年２月26日まで

 
（４）退職日
　平成22年３月15日

 
（５）希望退職による損失の見込
　退職一時金及び関連費用等を含めた費用については特別損失として計上する見通しですが、金額については、
募集結果を踏まえて決定いたします。

 
（６）その他重要な特約等
　本制度に基づく退職者に対しては、上記退職一時金を支給いたします。さらに希望者に対しては、再就職支援会
社を通じた再就職支援を行います。

 

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社太陽工機

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡本　髙郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小川　佳男　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社太陽工機の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第24期事業年度の第３四半期会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月10日

株式会社太陽工機

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小川　佳男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠藤　尚秀　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社太陽工機の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第25期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認めら

れなかった。

　

追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成22年１月26日開催の取締役会において、早期退職

者優遇制度の実施について決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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